



日　時：2016 年 11 月 25 日（金）





域では TPP や RCEP（東アジア地域包括的経済連携）といったメガ FTA の形成が
追求されている。TPP のメンバーは日本の他に ASEAN10 か国，オセアニアの
ニュージーランドとオーストラリア，アメリカ大陸のアメリカ，カナダ，メキシコ，







いることも少なくないが，特に ASEAN のカンボジア，ラオス，ミャンマーの 3 か
国ではそういった接触窓口が根本的に欠如している。
　さらに，台湾内部にも要因がある。2014 年の WTO データによると，台湾の平均






















馬英九政権は TPP や RCEP への加盟を公言するようになった。
　他方で，FTA カバー率を見ると，シンガポールでは 77 ％，韓国では 38 ％，日本
は 18 ％であるのに対して台湾では 10 ％となっている。これに関して馬総統は，




展開する。先に触れた 2010 年の ECFA 締結はこうした戦略の一環である。次に，
Phase 2 では，中国の妨害を受けない範囲で周辺諸国との二国間連携協定を締結する
ことが追求され，2011 年 9 月には内国民待遇を含むハイレベルな日台民間投資協定
















　日台関係についても協定を通じた関係が進展していることがわかる。2011 年 9 月




　台湾と TPP/RCEP との経済関係を見ると，現在の TPP 交渉国との間に占める貿
易割合は 34 ％，2003 年から 2013 年までの台湾からの対外投資は 16 ％である一方で，
RECP 交渉国との貿易は 57 ％，台湾からの対外投資は同じ期間で 83 ％を占めてい
る。台湾にとって TPP 締結には中国依存構造からの脱却を促進する効果が，対照的
に RCEP 締結には中国依存構造・一体化を促進する効果がある。














リベラリズムの観点からまず注目されるのは WTO 経路であるが，WTO の機能不全
から FTA が常態化しているのが現実である。FTAAP（アジア太平洋自由貿易圏）












なったが，TPP/RCEP 国との FTA 実現が選択肢を増やすことにもなった。他方で，
馬政権の親中姿勢に対する台湾住民の不満も生じるようになった。2010 年の ECFA
締結以降，台湾への中国人観光客は激増したが，その結果，「台湾アイデンティ
ティー」が醸成されるようになった。2014 年 3 月に両岸サービス貿易協定の批准阻
止のために学生などが立法院を占拠した「ひまわり運動」や同年 11 月の統一地方選





























だし，TPP が実現困難な状況となったことで，日台 FTA の実現可能性が高まるか
もしれない。安倍政権も日台関係改善に意欲であることから今後の推移が注目され
る。日台 FTA の道のりは「積み上げ方式」であるが，こうした方法は台湾と他国家
にも適用可能なのだろうか。日台 FTA 締結のためには，日本産農産物に対する輸入
制限問題の解決など，日本側よりも台湾側の努力が必要となるだろう。また，日台
FTA については，地域の安定に寄与する形での「WTOプラス」基準となることが
望まれる。
（文責：小尾　美千代）
